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2.4 書面調査 

 工作物の石綿含有資材調査として、解体・改修前の事前調査は法的な義務となっており、設計図

書等の書面による調査と、目視による調査を行う（石綿則第 3 条第 2 項、大防法施行規則第 16 条

の 5）。設計図書等は、石綿等の使用状況に関する情報を網羅しているものではなく、また、必ず

しも工作物の現状を現したものとは限らないことから、書面調査の結果を以て調査を終了せず、目5 

視調査を行わなければならない（2006（平成 18）年９月 1 日以降に着工した工作物等を除く※）。 

※工作物で多用されるガスケット・パッキンの一部は 2012（平成 24）年 3 月 1 日までの猶予措置

があり、その期間まで石綿使用の可能性がある（表 2.3 又は表 2.12 参照）。 

石綿含有資材調査は、資料入手、書面調査、現地での目視調査という流れが基本である。目視調

査の前に書面調査を実施し調査対象の工作物と石綿含有資材の施工箇所を把握することは、石綿含10 

有資材の把握漏れ防止につながり、目視調査の準備を行うことができ、効率的な調査が可能になる。

小規模な工作物について、現地での目視調査と書面調査を同時に行うことなどはありうるが、書面

調査は目視調査の前に実施する必要がある。 

 

2.4.1 書面調査の流れ 15 

 書面調査の流れを図 2.42 に示す。 

 

図 2.42 書面調査の流れの一例 
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設計図・改修図・対策工事記録等

定期修理等確認

工作物概要 使用資材 施工部位

判断基準資料
（メーカー等の資料との照合）

網羅的調査:全ての使用資材等を確認
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2007（平成19）年10月1日以降
非鉄金属製造業（ガスケット）

2009（平成21）年4月1日以降
鉄鋼業（ガスケット・グランドパッキン）

2011（平成23）年3月1日以降
化学工業（グランドパッキン）

2012（平成24）年3月1日以降
化学工業（ガスケット）

工作物事前調査者の業務①

無含有資材への切替時期
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2.4.2 解体等工事の発注と情報入手 

（１）発注者の責務 

 解体等工事では、事前調査が必要であり、調査結果によって工期、工費が大きく変動する。発注

者が、事前調査のための時間と費用、そして石綿含有建材の除去等のための時間と費用について理

解し、協力することが重要である。そのため、石綿則および大防法では、表 2.11 のとおり関係者の5 

責務等を定めている。調査者は、適正な調査のために発注者にこれらを説明することを想定して、

理解しておく必要がある。 

 

（２）設計図書等の提供依頼 

 調査に先立ち、工作物の所有者から設計図書等の提供を受ける。 10 

 発注者等に提供を依頼する主な図面等の種類は以下の通り。 

・設計図書・竣工図書・納入仕様書 

据付中の設計内容変更もあり得るため、竣工図があるなら竣工図を確認するとよい。新設時以外

の増築、改築、修繕、模様替え、用途変更等の際の図面も入手する。 

また、機器等は図面に詳細の記載がなく、納入仕様書や製作図に詳細仕様が記載されているケー15 

スが多いので、それらも併せて確認する必要がある。 

・完成図書（特記仕様、配置図、機器図、単線結線図、盤図、配管図、配線図、平面詳細図、断

面詳細図など） 

・納入仕様書、製作図 

 20 

 より具体的には、下記のような視点で調査することが重要となる。 

・建築確認図 

建築物の建設に先立ち、担当官庁（建築指導課・消防署など）に建築物を建てる許可を得るため

に「建築確認申請書」や各申請書類などを提出する。この時の図面を建築確認図面と言い、建築基

準法をはじめ関係法令の基準をクリアし、設計者の設計思想、施主要求品質を具現化した建築物の25 

設計図書の骨格である。 建築物に保存されている申請書類の中に、建築確認申請書が残っている

ことが多い。 

・竣工図 

建築物が竣工し、引き渡す段階での建築物の図面で、施工中の設計変更などを修正した図面であ

る。竣工時に設計図書（建築確認図を含む）を修正し、竣工書類の一つとして竣工図を引き渡すの30 

が一般的である。多くの建築物で設計図としてメンテナンスに利用されている図面である。 

しかしながらテナント工事や施設工事の未記入や修正ミス、記入漏れが多く、石綿調査にあって

は、参考資料として書面調査を行い、現場確認することが鉄則である。 

・施工図 

設計図に基づき、建築工事を実施するため納まりを検討し、詳細に細部、材料、寸法などを記載35 

した図面で、施工時に使用される。残っていることが少なく、内容も詳細事項が多く、理解するに
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は専門知識が必要である。例としてはエレベーター・エスカレーター・建具・カーテンウォールな

どが考えられる。 

・納入仕様書 

機器等において製造メーカーが作成する詳細仕様や外形、内部構成について記載された書類であ

る。機器の最終仕様が記載されている可能性が高く、製造メーカーへ問い合わせする際に必要なる5 

製造メーカー名、製造年、型式、品番などが記載されており、石綿調査するにあたり重要な資料と

なる。 

 

建築図面リストと主な図面の内容と書面調査での確認事項を表 2.9 に記載した。また、設備図面

リストと主な図面の内容と書面調査での確認事項を表 2.10 に記載した。 10 

 

表 2.9 建築図面リストと記載内容例 

建築図 図面の内容 書面調査での確認事項 

案内図・ 

配置図 

敷地内の建物の位置関係を示す図面であ

り、方位、道路の幅員と敷地の外形、延焼ラ

イン、敷地の高さなどが記入される 

建物の場所、配置、工作物の

設置状況等を確認 

特記仕様書 

当建築物に使用する材料の規格など、図面

に表現できない事項を工種ごとに文字や表

で記載 

建物の用途や階層を確認 

建築平面図 
平面図とは間取りを描いた図面のことであ

り、縮尺は 1/100～1/200 が多い 

工作物、機器等の設置場所、

設置状況の概略を確認 

建具表 

建物に使用している建具の仕様や金物、ガ

ラスの種類などを建具の種類ごとにまと

め、記載する 

－ 

立面図 

立面図は建物を横から見た正面、側面、背

面などをいう。東西南北の 4 面からなる外

観図 

－ 

断面図 
断面図には床の高さ、軒高、天井高、軒の出

寸法や北側斜線制限などが記載される 
－ 

階段・ELV 詳

細 図 

階段室の詳細図（平面図・断面図等）を縮尺 

1/30 程度で書き、建材名や寸法、納まりを

記載 

－ 

各階詳細図・

展 開図 

各階の部分的な箇所の詳細図や展開図を縮

尺 1/30 程度で書き、建材名や寸法、納ま

りを記載 

－ 

構造図 
建物を支える骨組みを構造といい、構造を

描いた図面を構造図と呼ぶ。 
－ 
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表 2.10 設備図面リストと記載内容例 

設備図 図面の内容 書面調査での確認事項 

特記仕様書 
工事概要、工事仕様、工事区分、機器概略仕

様といった共通事項が記載されたもの 

工事場所、建物概要、工作物

設置概要を確認 

単線結線図 
変電設備や配電設備等の保護系統を図面化

したもの 

変圧器、遮断器、開閉器等の

使用機器の確認 

系統図 配管やケーブル等の系統を図面化したもの 
配管・配線ルートの概要を

確認 

平面図 
設備の設置場所、位置、配管・配線の敷設状

況等を記載 

工作物設置位置、配管・配線

の敷設状況、防火区画貫通

箇所を確認 

機器姿図 設備、機器の概略仕様及び外形を記載 
製造者、製造時期、型番等の

確認 

納入仕様書 機器の詳細仕様、外形、内部構成を記載 
製造者、製造年、型番、品番、

内部構成品の詳細を確認 

 

設計図書等以外には、次の書面が事前調査の参考となる。 

・過去の石綿含有資材の調査記録 

・過去に石綿含有資材を処理(除去、封し込゙め、囲い込みなと)゙した履歴（処理方法や範囲等） 5 

・新設工事や改修等工事の際の工事写真や記録 

・設備機器の撤去、廃棄を工事に含む場合は、設備機器の情報  

・吹付け材の劣化状況調査の情報  

 設計図書等の借用時にはその使用目的と不要な部分の閲覧・複製をしない旨の説明が必要である。

説明した目的以外のために閲覧・複製をしてはならない。複製であっても、紛失してはならないし、10 

使用後に返却しなければならない。借用時には必ず借用書を作成する。借用した図面の種類や設計

図書名を記した借用書を作成・提出し、返却の際には借用書に基づき返却する図面・書類を確認し

て、後日トラブルが発生しないよう十分に注意する。 

 

  15 
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表 2.11 事前調査における関係者の責務等 

項目 主な実施事項 石綿則 大防法 

石綿等の使用状況
等の通知、記録作
成への配慮 

発注者は、請負人に対し建築物等の石綿等の使用状
況等を通知するよう努めること。 
作業の記録の作成が適切に行われるように配慮する
こと。 

第８条   

解体等の作業の条
件 

発注者は、元請業者に対し、作業基準の順守をさま
たげるおそれのある条件をつけないように配慮する
こと。 

第９条 
法第 18 条
の 16 

事前調査の費用の
負担と協力 

発注者は元請業者に対し、事前調査に要する費用を
適正に負担すること、その他当該調査に関し必要な
措置を講ずることにより、事前調査に協力するこ
と。 

  
法第 18 条
の 15 

事前調査結果と作
業計画の説明 

元請業者は、事前調査結果および作業計画につい
て、発注者に対し書面で説明すること。 

  

法第 18 条
の 15、施
行規則第
16 条の
6、7 

作業の実施の届出 

発注者は、レベル 1，2 の除去作業等について都道
府県等に 14 日前までに届け出ること。 
施工者は、建設工事計画届を所管する労働基準監督
署に 14 日前までに届け出ること。又は、建築物解
体等作業届を所管する労働基準監督署にあらかじめ
届け出ること。 

（安衛法 
第 88 条） 
第５条 

法第 18 条
の 17 

作業の報告 
元請業者は、作業が完了したときは、その結果を遅
滞なく発注者に報告すること。 

  

法第 18 条
の 23、施
行規則第
16 条の 16 

 

（３）ヒアリング 

 発注者等に対し、以下の事項を確認し、聞き取った内容を記録に残す。 

① 工作物等の用途と改修履歴 5 

 工作物等の用途から、耐火被覆の要否や要求性能(断熱・保温等)を把握できる。また、定期点検

記録や改修履歴等のヒアリングも、資材の更新などの情報を得る上で重要である。 

 さらに、発注者だけでなく、工作物の設置工事や維持管理に携わっていた業者にも、可能であれ

ばヒアリングを行うことで、使用している資材の状況などが把握できる場合があることから、発注

者等の協力を得て、関連業者へのヒアリングの機会を探ることも重要である。 10 

② 事前調査の範囲 

 事前調査の範囲は、調査後に行われる工事の目的や内容に照らし、必要かつ十分なものとなるよ

う発注者等と相談する。工事着手後に、仮囲い工事等の仮設工事等で接触などする可能性がある箇

所も、調査範囲に加える。 

③ 破壊の可否・復旧の要否等 15 

 隠ぺい部（設備の内部など）の確認のための資材の取り外しや破壊、分析試料採取のための破壊

の可否、破壊後の復旧の方法、粉じん飛散抑制剤の散布の可否等について確認する。  
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④ 調査時の制約等 

 現地での目視調査の際の工作物等の稼働状況を確認し、稼働中の場合は、調査対象箇所の調査可

能な時期等を確認する。  

⑤ その他 

 調査の日時、報告書の提出期限、報告書に記載すべき内容を確認する。 5 

 

2.4.3 工作物の種類ごとの書面調査とヒアリングのポイント 

（１）各種類に共通する重要資材 

① ガスケット・パッキン 

 配管のフランジ接合部などに使用されるガスケットや、可動部とケーシングとの接合部の密閉用10 

に使用されるパッキンには、高温・高圧・耐薬品性など、過酷な環境下で長期間の使用に耐えうる

素材として、石綿が多く使用されていた。工作物の石綿含有資材を調査する上で、ガスケット・パ

ッキン（以下「ガスケット等」という）は必ず着目すべき資材となる。 

ガスケット等については、製造・使用等が禁止になる際に猶予措置があった関係で、石綿非含有

と判断できる設置時期が、設備の種類や品目ごとに異なっている。石綿則、大防法では、下記につ15 

いては石綿が含有しないと判断できるとしている。（石綿則第 3 条第 3 項第 3 号～第 8 号、大防法

施行規則第 16 条の 5 参照） 

 

表 2.12 使用されている資材が石綿を含有していないと判断できる条件 

設備 設置時期 

平成 18 年 9 月 1 日以後に設置の工事に着手

した非鉄金属製造業の用に供する施設の設

備（配管を含む。以下同じ。） 

平成 19 年 10 月 1 日以後にその接合部分にガ

スケットを設置したもの 

平成 18 年 9 月 1 日以後に設置の工事に着手

した鉄鋼業の用に供する施設の設備 

平成 21 年 4 月 1 日以後にその接合部分にガス

ケット又はグランドパッキンを設置したもの 

平成 18 年 9 月 1 日以後に設置の工事に着手

した化学工業の用に供する施設の設備 

平成 23 年 3 月 1 日以後にその接合部分にグラ

ンドパッキンを設置したもの 

平成 18 年 9 月 1 日以後に設置の工事に着手

した化学工業の用に供する施設の設備 

平成 24 年 3 月 1 日以後にその接合部分にガス

ケットを設置したもの 

 20 

 ガスケット等は、既述の通り、素材劣化のほか、変形・硬化などの劣化を起こすため、フランジ

などを開放した場合、復旧に際しては新品に置き換えるのが必須とされる。 

書面調査に当たってはこの点に着目し、該当部分の配管などが設置・更新・定期修理などされた

時期を確認することが有効となる。具体的には、下記の判断基準に基づいて含有の有無を判断でき

る場合がある。 25 
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・当該ガスケット等の交換記録を参照し、その時期が表 2.12 の条件を満たしていれば、石綿を含

有していないと判断できる。 

・当該配管等を含む箇所の設置・更新・定期修理の記録を参照する。配管等の改修の際にはガス

ケット等も新しく設置され、定期修理の際にもガスケット等も交換されるため、改修や、確認

できる最新の定期修理の時期が表 2.12 の条件を満たしていれば、石綿を含有していないと判5 

断できる。 

また、当該工作物の配管の施工業者や維持管理業者にヒアリングして、どのようなガスケット等

を使用していたか、交換のタイミングはどれほどだったかなどを聴取するのも有効な場合がある。 

なお、石綿含有のガスケット・パッキンなどシール材の取り扱い等については、下記マニュアル

が参考になる。 10 

⚫ 平成 19 年度 石綿含有シール材の取り外し及び非石綿シール材の取扱いマニュアル（平成

20 年 3 月、中央労働災害防止協会労働衛生調査分析センター） 

https://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/sekimen/hisekimen/dl/4b.pdf 

 

② 保温材 15 

 各種の炉など高温となる箇所には、保温材等が施工されており、それらには石綿が含有していた

可能性がある。 

 これらの確認のためには、まず書面調査を徹底することが求められる。書面調査により、例えば

設置工事時の仕様書などで、使用する素材が特定されている場合などもあるため、各種の書面をよ

く調べることが肝要となる。 20 

 また、とりわけ大規模なプラントや設備などでは、設置時から携わっている保温施工業者などが

ある場合も多いため、そうした業者にヒアリングするのも有用である。 

 

③ ケーブル貫通部の防火措置材（けい酸カルシウム板第２種・難燃性パテ等） 

 設備に引き込まれるケーブルの開口部を塞ぐために使用される耐火仕切板と耐熱シール材に、石25 

綿が含有されていた可能性がある。場合によっては、ケーブル表面に延焼防止塗料が施工されてい

ることもあり、それに含有している可能性もある。なお、ケーブル自体に含まれている可能性もあ

る。 
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図 2.43 ケーブル開口部の防火措置の施工前と施工後 

 

図 2.43 は、矩形（四角）開口部の例であるが、円形の場合は、鋼製電線管を打設した上で耐熱シ

ール材が充てんされることもある。特に、キュービクル等の設備内の機器盤内に接続される場合は、5 

ケーブル１条ごとの円形開口部が設けられる場合が多い。耐熱シール材は、こうした開口部以外に

も、耐熱性を考慮して、重要な機器で不具合となりそうな隙間を埋めることに利用されることがあ

る。 

 具体的な工法としては、開口部の形に合わせて切り出した耐火仕切板をボルト等で固定し、す

き間に耐熱シール材を充てんしてすき間なく埋めるのが一般的である（図 2.44）。 10 

 

 

 

耐火仕切板には、けい酸カルシウム板第２種などが多く使われていた。 

耐熱シール材は、難燃材等とバインダー等を混錬したパテで、施工後に硬化するものと硬化しな15 

いものがある。含有する石綿は、バインダー等により固定されている。 

延焼防止塗料は、難燃材等とバインダー等の混合物であり、施工後はケーブル表面に強固な塗膜

を形成する。含有する石綿は、バインダー等により固定されている。 

ケーブルは、露出で配線されている場合と、ダクトやピット内に施設される場合があり、書面調

査においては、どのように配線されているか、図面をよく確認した上で、現場を確認する必要があ20 

る。設備にある機器盤内引き込み部分がどのように処理されているかの確認が重要となる。 

図 2.44 ケーブル開口部の防火措置工法（例） 

延焼防止塗料 耐火仕切板 耐熱シール材 
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なお、建築物の防火区画を貫通する設備配管、配線等にも同様の措置が行われるが、この場合は、

建築物の扱いとなり、工作物石綿事前調査者の資格では調査することはできない。 

 

（２）工作物の種類ごとの状況と書面調査の方法 

① 炉設備（反応槽、加熱炉、ボイラー・圧力容器、焼却設備） 5 

（ア） 反応槽 

 反応槽とは、化学物質の製造過程において、化学反応を行わせる装置のうち、撹拌槽、固定

槽、流動槽等の中で反応を起こさせる形式の反応器をさし、石油化学・ファインケミカル等の

多岐にわたる用途で使用されている。1990 年頃に製造された反応塔スカート部分の保温材、配

管接合部のガスケット等、マンホール部のガスケット等に石綿含有資材が使われていたケース10 

が多い。 

 

（イ）加熱炉 

 加熱炉は、耐火物で覆われた加熱室を有するもの全般を指し、燃焼炉、抵抗炉、誘導溶解炉、

アーク炉等がある。配管接合部のガスケット等のほか、炉内耐火物、とりわけ炉殻（鉄皮）近傍15 

層に石綿含有資材が使われていたケースが多い。 

 加熱炉の典型的な構造として、鉄板と鉄扉で囲まれた加熱室があり、その中に耐火物が施工し

てある。付属する配管も、高温にさらされているため、配管のシール材も耐熱性を要求されるケ

ースが多いため、ガスケット・パッキンなどシール材にも注意が必要となる。 

 炉内の耐火物は半消耗品とも言われ、炉によっても異なるが、ほとんどの場合、定期修繕が入20 

り、長くても数年おきには張り替える。どこまで張り替えるかも炉によって異なり、表面層だけ

張り替える場合もあれば、全部張り替える場合もある。 

 定期修繕は、炉を納入した業者が行うこともあれば、他の業者が行うこともある。発注者か、

あるいは定期修繕を請け負っている業者からヒアリングや書面提供を受け、耐火物の更新履歴

（時期及び内容）を確認することができれば、表 2.12 に照らして、石綿含有の有無を判断する25 

大きな根拠となりうる。また、定期修繕を行う業者は炉の構造にも詳しいため、後に行う目視調

査の際のやり方などについても、有益な情報を得ることができる。 

一方で、ガスケット・パッキンなどのシール材については、定期修繕でも対象にならない場合

もあり、配管漏れなどが発生しないかぎり交換されないケースもあるため、石綿が含有している

シール材が残存している可能性もある。炉の設置時に作成される部品手配書にも詳細が書かれて30 

いないケースがあり、配管業者などが設置を行うことも多いため、個々の品番のデータなどは残

っていないことも多い。 

 

（ウ）ボイラー・圧力容器 

特定工作物に該当するボイラー・圧力容器は、安衛法施行令第 1 条第３号で規定するボイラ35 

ー、同条第 4 号で規定する小型ボイラー、同条第５号で規定する第一種圧力容器、同条第６号で

規定する小型圧力容器、同条第 7 号で規定する第二種圧力容器並びに同施行令第 13 条第 3 項第
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25 号で規定する簡易ボイラー及び同条第 26 号・第 27 号で規定する容器に該当するものであり、

この中には電気事業法、高圧ガス保安法、ガス事業法、液化石油ガスの保安の確保及び取引の適

正化に関する法律等の適用のあるものも含まれる。 

このうち一般的な製造業、ビル、病院等に広く設置されているものは、安衛法の適用のあるボ

イラー・圧力容器である。 5 

一般に「ボイラー」と呼ばれるが内部の圧力が大気圧を超えないものは、破裂等による危険性

が低いことから安衛法のボイラーとしての適用を受けていない。これらには無圧式温水機、真空

式温水器、無圧式ボイラーなどと呼ばれるものがあり、特定工作物には該当しない（巻末資料 1

「労働安全衛生法におけるボイラーの適用区分（圧力、伝熱面積等による区分参照）。ボイラー

と圧力容器の主な用途は下記のとおりである。 10 

・ボイラーの主な用途 

暖房 建物内の暖房システムに温水や蒸気を供給 

給湯 浴槽やキッチン、シャワーなどへの給湯 

調理 食品の加熱や蒸し器、炊飯器などに蒸気を使用 

工場での加熱、乾燥工程 食品加工、化学プラント、製紙業、合板製造など様々な工場での加

熱や乾燥工程に蒸気を使用 

滅菌 病院や食品工場などで、医療器具や食品を滅菌するために蒸気を使

用 

発電 蒸気タービンを回して電気を発生 

化学プラント 化学反応を促進するための熱源として蒸気を使用 

温浴施設 温泉施設やプールなどで、温水を供給 

クリーンルーム 清浄空気の加湿と滅菌に蒸気を使用 

キノコ等の農産物栽培 温度管理や 殺菌工程に蒸気や温水を使用 

・圧力容器の主な用途 

上記のボイラーに付随して使用されることが多い。 

 

ボイラーや第一種圧力容器は、使用中に高温・高圧状態となることから、安衛法及び「ボイラ15 

ー及び圧力容器安全規則」で規制されている。 

 まず設置時には、「ボイラー設置届」を、ボイラーとその周辺設備の具体的な状況を添付して

所轄の労働基準監督署に届け出、落成検査を経て、ボイラー検査証の交付を受けることになって

いる。設置届に添付する書面・情報としては、次のようなものがある。 

・ボイラー明細書 20 

・ボイラー室及びその周囲の状況 

・ボイラー及びその配管の配置状況 

・ボイラーの据付基礎並びに燃焼室及び煙道の構造 

・燃焼が正常に行われていることを監視するための措置 
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画像出典：一般社団法人日本ボイラ協会 

図 2.45 炉筒煙管ボイラーの構造 

 5 

 

画像出典：一般社団法人日本ボイラ協会 

図 2.46 小型多管式貫流ボイラーの構造 
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なお、安衛法施行令で定める小型ボイラーを設置した場合は、「小型ボイラー設置報告書」と

関連資料を所轄労働基準監督署へ提出する必要がある（落成検査はなし）。報告書に添付する書

面としては、次のようなものがある。 

・構造図 5 

・小型ボイラー明細書 

・設置場所の周囲の状況を示す図面 

 

 このため、設置時の設置届もしくは設置報告書と一連の添付書類を確認することで、各機器の

設置状況や仕様を確認できるほか、使用されている石綿含有資材に関する情報を得られる可能性10 

もある。 

また、ボイラーにおける検査証の有効期間は原則１年ないし２年となっており、検査証の更新

のためには性能検査を受けることとなる。 

 この性能検査の際には、検査対象部分のフランジやバルブ等はすべて分解されるため、検査終

了時には新たなガスケット等が設置される。このため、直近の性能検査の日付などの記録を確認15 

すれば、検査対象部分のガスケット等については、石綿が含有されていないと確認できることが

よくある。性能検査の結果については、日付や検査範囲をよく読み取ることが重要となってくる。 

 一方で、ボイラーや配管の外側に施工されている保温材などについては、書面情報から石綿含

有の有無を特定することが困難な場合も多い。その場合には目視調査を経て、石綿が含有されて

いるとみなして処理するか、あるいは試料採取して成分分析するかの判断となる。 20 

 ボイラー・圧力容器には、ファン・ポンプ等の補機、水面計などの計器類、周辺配管等にも石

綿含有資材が使われていた可能性がある。ボイラー配管についても、バルブ類、ストレーナ、逆

止弁といった箇所に石綿含有パッキン等が使われていた可能性がある。またボイラーには、煙道、

煙突なども併設されており、一般に鋼製煙突が採用され、このフランジ部には石綿織布ガスケッ

トが使用されていた可能性がある。（巻末資料２ ボイラーの具体例、石綿含有資材の使用例 参25 

照） 

 また、事前の情報収集のためのヒアリング対象として、製造メーカー等のほか、当該ボイラー

の整備を担当していたボイラー整備士に確認してみることも有効と考えられる。ボイラー整備士

は、ボイラーの構造についての専門知識を有しているだけでなく、ボイラー関係の石綿含有資材

についても一定の知識を持っていることがあるため、使用されていた資材についての情報を有し30 

ている場合がある。 
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（エ）焼却設備 

 ごみ処理施設における石綿含有の可能性がある資材の使用箇所としては、下記が挙げられる。 

a) 配管等のガスケット、バルブ・ダンパ等のグランドパッキン、シール材、配管用火傷防 

止材（石綿リボン）、配管・機器用保温材（けい酸カルシウム保温材）、風煙道用伸縮継手（エ

キスパンションの中）等。 5 

b) 燃焼室と燃焼室出口煙道および燃焼ガス冷却室を耐火レンガ、断熱レンガで構成する箇所に

は断熱層があり、そこに断熱ボードが詰め込まれていた。また耐火レンガの熱膨張しろを吸

収するエキスパンション部に紡織品（ヤーンロープ）が使用されていた。 

c) 燃焼室付帯設備には、点検口、検視窓、二次空気吹込みノズルのシール材に使用されていた。 

d) 吸音材としてタービン室、送風機室、コンプレッサー室、破砕機室など、大きな音が発生し10 

たり大型機械がある部屋で、吹付け材などが使われていた。 

e) 耐火被覆用として、鉄骨構造の柱やはりがむき出しになっているところに、吹付けロックウ

ールなどが使用されていた。 

f) 保温材をスレート板などと組み合わせて成形した断熱ボードを各部に使用しており、これに

石綿が含有している場合がある。施工の際は、保温材メーカーが現場に作業場所を設置し、15 

定尺のボードを必要な大きさや形に合わせて切っていくような施工方法が取られていた。 

g) 電気の絶縁板やブレーキのライニング材。 

 

また、対象となる室や部位としては、表 2.13 の通り。 

 20 

表 2.13 ごみ処理施設における石綿含有の可能性がある部位と資材 

部位 資材 

燃焼室、燃焼室出口煙道、燃焼ガ

ス冷却室 

耐火物（耐火ボード、ヤーンロープなど） 

燃焼室、燃焼室出口煙道および燃

焼ガス冷却室の付帯設備 

点検口パッキン、シール材 

配管、弁 保温材、フランジガスケット 

通風設備ダクト フランジガスケット 

※壁、柱、はり 吹付け石綿 

※建物の壁、柱、はりは建築物に該当 

 

 

 25 
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書面調査としては、まず竣工図書などの関連資料を入手し、それを読み解いて、石綿含有資材

が使用されている可能性がある箇所を抽出する。 

ごみ処理施設については、図面等は基本的に発注者である自治体に帰属するため、自治体から

図面の入手が可能である場合が多い。 

途中で改修等を行った場合、施設を建設した業者と、改修した業者が異なることがあり、その5 

場合は改修の記録を書面で確認することができるとは限らない点に注意する必要がある。途中で

改修したことがないかどうか、ある場合はどの箇所を改修したか範囲を明確に把握することが求

められる。 

 また、保温施工や配管施工などを担当する業者が長年にわたり継続的に携わっている場合も多

いため、そうした業者にヒアリングなどをしてみるのも有効。 10 

 なお、廃棄物処理施設の石綿含有資材の取り扱い等については、下記マニュアルが参考になる。 

⚫ 廃棄物処理施設解体時等の石綿飛散防止対策マニュアル（平成 18 年 3 月、廃棄物処理施

設解体時等のアスベスト飛散防止対策検討委員会） 

https://www.env.go.jp/content/900397706.pdf 

 15 

図 2.47 焼却設備の全体図（例） 
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図 2.48 焼却設備における石綿含有資材の使用箇所例 

 

 

 

 5 

 

 

 

 

 10 

 

 

 

 

①点検口、②検視窓、③炉体付着品（２次空気吹込ノズル）、④築炉断面図（概略図） 

図 2.49 燃焼室の炉内側の耐火レンガと熱膨張しろエキスパンション（赤矢印の部分） 
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② 電気設備 

電気設備（発電設備、変電設備等）において過去に石綿が使用された可能性がある資材及び使

用箇所は、表 2.14 のようなものがある。電気設備においては、主に、防音、断熱、耐火、絶縁、

気密のために石綿が使用されてきた。 

なお、電柱（石綿含有のおそれが高い変圧器などを除く。）は特定工作物ではなく、その他の5 

工作物となるが、事前調査自体は必要となる。特に電柱で、かつ「塗料その他の石綿等が使用さ

れているおそれのある材料の除去等の作業に係るもの」であれば、工作物石綿事前調査者（建築

物石綿含有建材調査者でも可能）による事前調査を行う必要がある。この「塗料その他の石綿等

が使用されているおそれのある材料」に該当する例として、例えば、補修されていない電柱は一

般的には対象とならず、モルタル等で補修されたコンクリート柱が対象となる。 10 

 

表 2.14 電気設備で主に利用されている石綿含有資材及び使用箇所 

石綿含有資材 使用箇所（主な電気設備の例） 

吹付け石綿 設備機器室、予備電源室、変圧器室等の防音材、断熱材、

耐火材として一部の壁面や天井に使用。 

石
綿
含
有
材
料 

建材 建物の耐火ボード、床材等に使用 

防音材 変圧器の防音材（変電設備・発電設備） 

石綿セメント管 地中線用の管路材料（送電設備・配電設備） 

保温材 発電設備（火力設備、原子力設備）、変電設備 

シール材・ジョイントシート 発電設備、変電設備 

緩衝材 懸垂碍子、航空障害灯（変電設備、送電設備） 

増粘剤 架空線用の電線、コンクリート補修材（送電設備） 

絶縁材 電気機器の絶縁材（変電設備、発電設備） 

摩擦材 ブレーキ機構の摩擦材（変電設備、発電設備） 

滑剤 ケーブル敷設時の滑剤（送電設備） 

接続箱防食層内混和物 ケーブル付属品（接続箱）の防食層（送電設備） 

延焼防止材 制御ケーブル貫通部などの延焼防止材（変電設備） 

防水材，硬化剤 地中線用のケーブル接続材料（送電設備） 

（注）上記以外にも、発注者の設備によって固有の事例がある。 
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図 2.50 防音材（変電） 

 

図 2.51 石綿セメント管（送電） 

 

 5 

 

図 2.52 保温材（発電） 
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図 2.53 シール材・ジョイントシート 

 

 5 

図 2.54 緩衝材（送電） 

 

 

図 2.55 増粘剤（送電） 

 10 
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(ア) 吹付け石綿 

吹付け石綿は、建物の鉄骨、梁、柱、天井及び壁等に吸音材、断熱材及び耐火材として、

また変電設備等の変圧器防音材等として使用されている。使用時及び解体時ともに飛散性が

最も高いため、除去、封じ込め及び囲い込み等の飛散防止措置を実施し適切に管理しなけれ

ばならない。 5 

(イ) 保温材 

石綿を含む保温材には、石綿保温材、けいそう土保温材、塩基性炭酸マグネシウム保温

材、けい酸カルシウム保温材、はっ水性パーライト保温材及びひる石保温材等がある。 

保温材は、原子力発電設備や火力発電設備等で使用されている。外側（外周）を外装板等

で覆う飛散防止措置が実施されている部分は、通常使用時での飛散性はないが、損傷・劣化10 

等の状況により飛散するおそれがある場合は、吹付け石綿同様の飛散防止措置を実施し適切

に管理しなければならない。解体時の飛散性は吹付け石綿の次に高い。 

(ウ) 建材 

石綿を含む建材には、耐火被覆材、断熱材及び成形板等がある。耐火性、耐久性、耐候性

に優れ、発電所、変電所、制御所等で、内装材、外装材及び屋根材等として広く使用されて15 

いる。建材は通常固定されており、通常使用時での飛散性はないが、成形板以外の耐火被覆

材、断熱材について、損傷・劣化等の状況により飛散するおそれがある場合は、吹付け石綿

同様の飛散防止措置を実施し適切に管理しなければならない。また、いずれの建材も、解体

時に飛散性がある。詳細は建築物事前調査講習テキストを参照する。 

(エ) 石綿セメント管 20 

石綿を含む石綿セメント管は、配電設備や送電設備等の地中線用の管路材料等として使用

されている。埋設されているため使用時での飛散性はないが、解体時に飛散性がある。 

(オ) 防音材 

石綿を含む防音材は、変電設備や水力発電設備等の変圧器室壁面等の防音材として使用さ

れている。吸音ボードのような二次製品や密閉したタンク内部で使用されている。そのため25 

使用時での飛散性はないが、解体時に飛散性がある。 

(カ) シール材・ジョイントシート 

石綿を含むシール材・ジョイントシートは、原子力・火力・水力発電設備、変電設備等で

配管用フランジ等のシールに使用されている。グラインダー等の機械工具を使用し、ジョイ

ントシートを撤去する場合は飛散のおそれがある。 30 

(キ) 緩衝材 

石綿を含む緩衝材は、送電設備等の懸垂碍子、航空障害灯等に使用されている。 

(ク) 増粘剤 

石綿を含む増粘剤は、送電設備等の防食電線等の内部に塗布されている防食グリースに練

りこまれて使用されている。使用時及び解体時ともに飛散性はない。 35 
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また、基礎コンクリート補修材として、セメント系材料に混ぜ合わせ粘度を高めるために

使用され、コンクリートブレーカー等の機械工具を使用し、基礎コンクリートを撤去する場

合は、飛散のおそれがある。 

(ケ) 絶縁材 

石綿を含む絶縁材は、樹脂を主剤とする電気機器等の絶縁材に使用されている。機械的強5 

度と絶縁性向上のため絶縁材の主剤である樹脂に練り込まれて使用されている。粉砕、切削

等損傷を与えない限り、使用時及び解体時ともに飛散性はない。 

(コ) 摩擦材 

石綿を含む摩擦材は、石綿布を樹脂で固めたものでブレーキパッド、ブレーキライニング

として使用されている。耐熱性、耐摩耗性向上のため使用されている。粉砕、切削等損傷を10 

与えない限り飛散性はないが、ブレーキ使用に伴って摩耗し飛散する可能性がある。 

(サ) 滑剤 

 石綿を含む滑剤は、ケーブル敷設時にケーブルの滑りをよくするために一部の潤滑剤（タ

ルク）に使用されている。ケーブル撤去時および切断作業時に飛散性がある。 

(シ) 接続箱防食層内混和物 15 

   石綿を含む接続箱防食層内混和物は、ケーブルの中間・終端接続箱内の防食層内混和剤に

使用されている。原形をとどめた状態で撤去する場合は、飛散性はないが防食層を解体・切

断する場合は飛散性がある。 

(ス) 延焼防止材 

   石綿を含む延焼防止材は、制御ケーブル建物貫通部などの延焼防止に使用されている。工20 

具を使用するなどして延焼防止材を解体する際に飛散のおそれがある。 

(セ) 防水材、硬化剤 

石綿を含む防水材（水密混和物）、硬化剤（エポキシ混和物）は地中線用のケーブル接続

部の材料に使用されている。使用時での飛散性はないが、解体時に飛散性がある。 

 25 

発注者等に対し、以下の事項を確認し、聞き取った内容をメモ等に残す。 

a) 工作物等の用途 

資料により確認できる情報のほか、工作物等がどのような用途であったかを確認する。用途

から、必要な性能（耐火性、防音性、断熱性・保温性、等）の情報を得ることができる。また、

過去の用途の変遷から過去の改修履歴を、逆に過去の改修履歴から過去の用途の変遷を推測で30 

きる。 

b) 事前調査の範囲の確認 

事前調査の範囲は、調査後行われる予定の工事の目的・内容に照らし、必要十分なものとな

るよう発注者等と十分相談の上、確定する。 

c) 事前調査の実務上の制約の確認（湿潤・破壊・復旧等） 35 

発注者に対して、事前調査の実施に当たって、①機器の内部の確認、②分析試料採取のため

の機器の分解等の可否、③事前調査のための機器分解後の復旧の程度、などについて確認する。 



 

 

第 2 講座 

禁無断複製 
2-66 

さらに、現地での目視調査の際の工作物等の使用・利用状況を確認し、工作物等が使用中の

場合は、調査対象を目視調査できる時期等を確認する。 

なお、工事対象箇所を網羅できない場合は、施工までに再度調査が必要である。 

d) その他 

調査の日時、報告書提出期限、報告書に記載すべき内容の確認を行う。その際、現地での目5 

視調査時の立会人（管理者等）が上記 a）～c）のヒアリング対象者と異なる場合は、立会人と

の日程調整等も行う。 

 

③ 配管・貯蔵設備 

 配管設備については、フランジやバルブなどの箇所に、ガスケット等といった石綿を含有して10 

いる資材が使用されている可能性がある。また、配管廻りに石綿含有の保温材が施工されている

場合もあり、注意して調査すべき対象である。 

 また貯蔵設備（穀物を貯蔵するための設備を除く）についても、保温材や断熱材などといった

石綿含有資材が施工されている場合もあり、注意をして調査すべき対象設備となっている。 

 15 

④ 建築物一体設備等 

（ア）煙突 

 煙突石綿断熱材は、ボイラーや焼却炉の煙突に断熱目的として、主に 1960 年代から 80 年代

にかけ使用された。1990 年代から徐々に無石綿化が進んだものの、過去に建築された煙突には

石綿含有率の高い煙突石綿断熱材が残されている可能性があり、その劣化状況や管理状況によ20 

っては飛散のおそれがあるため、煙突石綿断熱材についての正しい理解、適切な取扱いが必要

である。 

（イ）プラットホームの上家 

 上家（うわや）とは、柱に屋根をかけただけの建物のことを指す。鉄道駅のプラットホーム

の上家は、建築基準法でいう「建築物」から除かれている（第２条）。このため、工作物とし25 

て扱われる。 

 プラットホームの上家の屋根部分には、石綿含有スレート波板がよく使われており、現在で

も多く残存している。 

 鉄道会社では、工事の履歴を詳細に残している場合が多く、それらを参照することで、使用

されている資材の情報を読み取ることができる。書面調査においては、一連の竣工図書や改修30 

工事の履歴などを入手し、詳細に読み解く。 

 

⑤ その他の工作物 

 建築物以外のものであって、土地、建築物又は工作物に設置されているもの、又は設置されて

いたものが対象となる。例としては、エレベーター、エスカレーター、コンクリート擁壁、電柱、35 

公園遊具、鳥居、仮設構造物（作業用足場等）、遊戯施設（遊園地の観覧車等）、上水道管といっ

たものが挙げられる。 
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 こうしたものについても、石綿含有資材が使用されている可能性があるため、網羅的な調査を

行うことが肝要である。 

「その他の工作物」については、「塗料その他の石綿等が使用されているおそれのある材料の

除去等の作業」に係る事前調査については、有資格者が行う必要がある。なお、いずれの場合も

事前調査結果の労働基準監督署や地方公共団体への報告は不要である。 5 

 

2.4.4 書面調査と石綿含有資材情報の利用 

 入手した設計図書や過去の調査記録、ヒアリング内容等の情報をもとに、目視調査の準備を行う。  

 

（１）工作物の概要の把握  10 

 工作物の用途や構造などを把握するほか、施工時期や増設・改修の有無と時期等を確認する。  

 設計図書等により、新築工事の着工日が 2006（平成 18）年９月 1 日以降であることなど、事前

調査が終了となる条件（石綿則第３条第３項３～８号）に合致していることが確認できた場合は、

事前調査は終了となる。 

 15 

（２）個々の資材情報の把握  

 設計図書等により工作物に使用されている資材の種類、使用箇所等を確認する。煙突の有無や横

引き煙道の存在を推定し、これらの情報をまとめた帳表を作成して現地での目視調査に備える（次

項 2.4.5 書面調査結果の整理 で説明）。 

 20 

（３）過去に実施された調査結果による判定 

 過去に、事前調査に相当する調査が行われている場合には、調査の結果を確認する方法が事前調

査として認められている（石綿則第３条第３項１号）。過去に行われた石綿含有資材の調査結果を

判定に使用する際の留意事項は以下のとおり。なお、過去の調査後に改修や補修された箇所があれ

ば、その内容や使用された資材も確認する。  25 

① 石綿ありの判定 

 過去に「石綿含有」と判断された資材は、除去された履歴がなければ、石綿ありと仮判定してお

く。除去されたことになっている場合も、必ず現地で該当部位を確認する。 

② 石綿なしの判定 

過去の分析調査の結果を参照して石綿含有なしと判断する場合には、以下の事項に留意して30 

慎重に判定する。  

⚫ 分析対象の石綿の種類が６種類であること（３種類は不可） 

⚫ 石綿有無の判定基準が含有率 0.1%であること 

⚫ 同一資材の範囲の判断が適切であること(裏面情報や採取した試料の結果により、どこまで

の資材を同一と判断して石綿含有なしとするか)  35 

⚫ 調査範囲(具体的な調査範囲について記録がない、又は不明確な場合は、石綿含有なしの判断

には直接使えない)  
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（４）石綿含有の有無の推定 

 設計図書等から把握された使用されている資材の石綿含有の有無の推定は、その判定の方法を決

めるために有益な情報である。例えば、石綿含有が確実な資材であれば、分析せずに石綿含有とみ

なすことが多く、石綿含有の可能性が低い資材であれば、採取分析することが多い。石綿含有有無5 

の推定では、 前記(2)個々の資材情報の把握において得られた資材の種類、商品名や不燃認定番号

と「石綿含有建材データベース」や各種団体、メーカーの情報等と照合し、石綿含有の有無を推定

する。  

① 資材の製造時期や材質による判定の留意点 

・ 2006（平成 18）年 9 月 1 日以降に着工した建築物・工作物は、原則として石綿含有なしと10 

判断できる。（工作物で多用されるガスケット等の一部は 2012（平成 24）年 3 月 1 日まで

の猶予措置があり、その期間まで石綿使用の可能性がある。（表 2.3 又は表 2.12 参照）。）ま

た、例えば、ガラス、金属、木材に石綿は含有していないが、これらに石綿が付着している

ことがあるので注意を要する。 

・ 最新の「石綿含有建材データベース」を使用する。 15 

・ 「石綿含有建材データベース」は、全ての石綿含有建材・資材が掲載されているものではな

く、「石綿含有建材データベース」に存在しないことをもって石綿含有なしの証明にすること

はできない。 

・ 「石綿含有建材データベース」は、石綿を意図的に原料として工場で添加していたという情

報であり、意図的に添加していなくても、非意図的に法令基準の 0.1%超で混入している可能20 

性がある。 

・ 「石綿含有建材データベース」に登録されている建材・資材情報の内容を引用する際には、

「国土交通省・経済産業省 石綿（アスベスト）含有建材データベース」等と明記する。 

・ 「石綿含有建材データベース」の検索結果には検索日が記録される。これを印刷し、調査報

告書と一緒に保存するとよい。 25 

・ 「石綿含有建材データベース」には、メーカーから随時修正依頼が寄せられ、随時更新され

ており、更新履歴も閲覧できる。  
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② 「石綿含有建材データベース」の使用例 

 

図 2.56 「石綿含有建材データベース」検索開始ページ 

 

図 2.57 「石綿含有建材データベース」利用上の注意 5 
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内部仕上表などの備考や欄外に認定番号が記載されている場合、「石綿含有建材データベース」

で照合する。例えば、石綿含有けい酸カルシウム板第２種 不燃第 1061 号の場合は以下のとおり。 

 

図 2.58 認定番号による石綿含有建材の抽出 

上記の操作で、以下のデータが入手できる。 5 

 

図 2.59 認定番号による石綿含有建材の抽出結果 

 

  

「詳細条件を指定する」をクリック 

「不燃」をプルダウン、番号に「1061」を記入 
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仕上表に商品名が記載されている場合、例えば床の材料に「マチコＶ」などの記載があったとき

の抽出方法は以下のとおりとなる。 

 

 

図 2.60 商品名による石綿含有建材の抽出 5 

 

以下のデータが入手できる。 

 

 

図 2.61 商品名による石綿含有資材の抽出結果 10 

 

商品名「マチコ」を記入 
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 このような操作は、内部仕上表だけではなく、概要書や外部仕上表などに記載された材料名、商

品名、認定番号、メーカー名など、どの設計図書から得た情報についてもできる。また、製造期間、

材料名、メーカー名などの and 形式の検索もできる。 

 その他にも情報抽出に重要な情報が記載されている。ホームページの下段の「NEWS」には、登

録情報の更新履歴がアップされこれまでの変更点を PDF にて確認できる。改修工事の為の事前調5 

査時には必ず確認が有効である。上方のタブの「当サイトについて」を開いて最下段の米印の下線

「原材料に石綿（アスベスト）を必要としない建材について」を押すと非含有建材の一覧が表示さ

れる。「関連情報」のタブの下段には「「アスベストデータベース」に関連する日本工業規格（Ｊ

ＩＳ）の変遷」「「アスベストデータベース」に関連する社名の変遷」に PDF 情報がある。建材裏

面確認時には時系列で名称が確認できるなど有効な情報である。 10 

 

③ メーカー、団体の資料による判定  

 メーカーや団体が、資材の石綿含有の有無に関する情報をウェブサイトで公開していたり、個別

の問い合わせに回答していることがある。石綿含有なしの判定を行う場合には、目視調査の際に裏

面確認等によって、製品の型番号や、（準）不燃の認定番号等を確認し、メーカー又は団体の不含15 

有証明を得る必要がある。 

 

 メーカーや団体による過去の製品への含有情報などの HP 公開例を下記に示す。 

・ ケーブル防災設備協議会「過去の含有製品一覧」 

https://www.cfaj.gr.jp/asbestos/backward.html 20 

・ 一般社団法人日本塗料工業会「アスベスト使用実績調査追加調査について」 

https://www.toryo.or.jp/jp/anzen/news/asbestos.html 

・ 日本建築仕上材工業会 

https://www.nsk-web.org/asubesuto/asubesuto_2.html#a 

・ 昭和電線グループ 25 

https://www.swcc.co.jp/jpn/sustainability/esg/environment/topics/detail/2022/topics_41

22.html 

・ 古河電気工業株式会社 

https://furukawaelectric.disclosure.site/ja/themes/163 

・ 住友電気工業株式会社 30 

https://sei.co.jp/company/topics/pdf/asbestos_products2.pdf 

・ 株式会社バルカー 

https://www.valqua.co.jp/product_classification/treatment/ 

・ ニチアス株式会社 

https://www.nichias.co.jp/kanrenjouhou/ 35 
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2.4.5 書面調査結果の整理 

 目視調査の前に、書面調査で収集した情報を整理し、目視調査で確認する必要がある箇所、資材

を明確にしておく。 

 

 使用された資材や試料採取を行う資材の整理に用いる様式は、調査者が目視調査や報告書の作成5 

に利用しやすい様式を用いればよい。表計算ソフトを利用して作成し、書面調査段階の資材リスト

に目視調査の結果、分析結果等を追加で入力できるようにし、現場で使用する資料から報告書まで

を一つのファイルで作成できるようにすると使いやすく便利である。また、見落としを防ぐため、

目視調査用の記録票は、次の点に留意して作成する。 

・現場で迅速かつ簡易に情報を記入できるもの 10 

・現場で調査と判断の流れに沿って記入しやすいもの 

・現場で調査箇所に漏れがないことを確認しやすいもの 

・法規で事前調査結果に要求される事項を漏れなく記録できるもの 

となるよう留意しつつ、①動線計画を立て②全ての資材を部屋毎にリストアップ（表 2.15 整合性

の確認表）する、③資材ごとに現場で目視確認するための判断基準資料（内容がわかる資料を現場15 

に持ち込む為）を作成という３点を主な作業として行っていく。 

 

2.4.6 目視調査用資料の作成 

目視調査に臨む前に、収集した情報を整理し、目視調査で確認する必要がある資材や試料採取の

対象とする資材を明確にしておく必要がある。 20 

使用された資材や試料採取を行う資材の整理に用いる様式は、調査者が目視調査や報告書の作成

に利用しやすい様式を用いればよい。 

以下に目視調査用資料作成の例を示す。工作物の種類によっては、該当しない表現がある場合は、

対象とする工作物の内容に置き換えて、参考とされたい。 

 25 

（１）網羅的調査（目視調査の準備） 

網羅的調査とは、表 ２.15 に示す「整合性の確認表」を使い、解体や改修を行う部位の全ての資

材について、竣工図書等と現地の部屋の資材を比較確認することである。 

そのためには、書面調査の情報を現地へ持参し、（「整合性の確認表」）、各部屋の資材を比較

できるよう準備する。貴重な図面を現地に持ち込むのではなく、書面から読み取った資材情報を比30 

較確認しやすいようにまとめることが重要である。 

竣工図書等の仕上げ表に書かれている資材を「整合性の確認表」に記入し、「石綿含有建材デー

タベース」等で資材の特徴を調べて、比較検討資料として現地に持ち込むことが必要である。 
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表 2.15 整合性の確認表 （炉設備例） 

 

 

（２）「整合性の確認表」の作成手順 

① 部屋番号平面図（動線計画図）作成 5 

竣工図書から平面図を抜き出し、玄関ロビー等から調査に入る順番に部屋番号を記入してい

く。これは、調査する部屋を見落とさない網羅的調査のためであり、部屋の名称変更にも対応で

きることになるばかりでなく、調査のための動線を計画することにもなる。 

図 2.62 に部屋番号平面図（動線計画図）（例）を示す。 

② 仕上げ表・特記仕様書情報の記入 10 

平面図のナンバリングに合わせて「整合性の確認表」を作成する（表 2.16 参照）。「整合性

の確認表」の書面調査部分に仕上げ表・特記仕様書の情報を記入する。動線計画図に従い全ての

部屋・空間ごとに全ての使用資材を記載した「整合性の確認表」（表 2.16 整合性の確認表の作成

（例））を作成する。 

 15 
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図 2.62 部屋番号平面図（動線計画図）（例） 

表２.16 整合性の確認表の作成（例） 
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※現地での整合性の確認様式として作成する場合の例 

各部屋漏れのないように行う。 

 

③ その他の情報の記入 

必要に応じて、「石綿含有建材データベース」等により当該資材の特徴等を調べて、「整合性5 

の確認表」に記入しておくことも目視調査の際に有効である。 

なお、試料採取については、あらかじめ調査計画段階で発注者と協議し仮決定しておくと、そ

の後の調査が円滑に進められることも多い。 

計画段階では、仮決定した対象資材や場所・数などを記入したもので発注者に承認をもらい、

目視調査を行う。目視調査では採取した試料を持ち帰るとともに、採取した資材を整理し、目視10 

調査結果及び発注者との協議に基づいて最終的に分析する試料を確定する。 

 

（３）設計図書がない場合 

 設計図書がない場合でも、工作物の配置図・案内図がある場合が多い。これらを事前に入手した

り、関係者から工作物概要（構造など）や竣工年、改修の有無などをヒアリングし、整理しておく。15 

特に大規模な工作物の調査では、目視調査の前に下見を行い、上記の情報入手や全体的な規模感や

増改設の有無を確認することが、目視調査の精度と効率の向上につながる。 

 設計図書が全くない場合は、目視調査の前に工作物の概略平面図を作成する。事前調査結果報告

や石綿除去計画作成においても最低限、概略平面図は必要である。 

 目視調査では、作成した概略平面図と照らし合わせながら、各部位に使用されている資材を目視20 

で確認、記録し、石綿含有のおそれがある資材の使用状況を整理していく。 

 

 


